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研究要旨：  

労災疾病臨床研究ではこれまで数多くの両立支援に関する研究が取り上げられている。企業

と医療機関の連携手法や、産業医の標準的考え方に関する検討（立石班 H28-30）、医療機

関の立場で事業者に適切な就業上の意見を述べる手法（中村班 H29-31）、地域連携モデル

の構築など様々なツールが提案されてきている。しかしながら、企業側の関心はやや低調の

状況が続いている。中小企業のヘルスリテラシーを向上させるためには、中小企業の側からの

良好事例を発表しても経営者の理解度や業務内容などからできる企業だけが対応していると

思われがちであるため、医療機関を受診した労働者の対応事例を示すことで、些細なことであ

っても労働者にとって両立支援となっていることを実感できるようなデータを集積・公表すること

が重要で、中小企業にとって有益であることを示し中小企業のモチベーションを上げていくこと

が求められている。このような課題を解決するため、コンサルティング部門を創設し広く相談を

受けられる体制を構築した。医療機関の課題として、患者の具体的な困りごとに着目した支援

について実践を行った。両立支援の困りごとについて、2 病院間での差違はなく、肉体労働あ

りの患者群では不安などの要素がより深く抽出されることが判明した。また、大学病院のような

専門分化したような医療機関であっても診療科横断的な両立支援の取り組みが実施できるこ

とが証明された。事業場については、ヘルスリテラシーを高めるためのビデオを作成し今後ビ

デオの効果検証を行うとともに、両立支援を行うための実践要素をまとめたアクションチェックリ

ストを整理し今後の両立支援の拡充をはかることと次年度の目的とした。 
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A. 研究の背景と目的 
 労災疾病臨床研究ではこれまで数多く

の両立支援に関する研究が取り上げられ

ている（立石、産業医学レビュー、2018）。

企業と医療機関の連携手法（森班 H26-28）

や、産業医の標準的考え方に関する検討

（立石班 H28-30）、医療機関の立場で事業

者に適切な就業上の意見を述べる手法

（中村班 H29-31）、地域連携モデルの構築

（堤班 H29-31）など様々なツールが提案

されてきている。しかしながら、企業側

の関心はやや低調の状況が続いている。 

健康投資 1 ドルに対し約 3 ドルの休業損

失削減というリターンがある（Baicker K

ら、Health Affairs、2010）ことなどを

背景に、一部の大企業等については健康

経営という視点が浸透しつつあるが、経

営体力の弱い中小企業では目の前の資金

繰りや業務をどうするかという視点に陥

るため医療機関との連携も不十分になり

やすく、労働者自らが支援を求めること

が要求されがちである。また、疾病を抱

えながら就業している労働者が 3 割であ

るにもかかわらず、企業担当者に両立支

援について聴取しても経験したことがな

いと回答するものがほとんどで両立支援

のイメージがわきにくい現状があること

が想定されている。中小企業のヘルスリ

テラシーを向上させるためには、中小企

業の側からの良好事例を発表しても経営

者の理解度や業務内容などからできる企

業だけが対応していると思われがちであ

るため、医療機関を受診した労働者の対

応事例を示すことで、些細なことであっ

ても労働者にとって両立支援となってい

ることを実感できるようなデータを集

積・公表することが重要で、中小企業に

とって有益であることを示し中小企業の

モチベーションを上げていくことが求め

られている。 

研究を行うにあたって中小企業と医療機

関を専門的立場で支援するコンサルティ

ングチームと合わせ以下の 3 つの研究事

業を実施する。 

① 事業場及び医療機関への両立支援

コンサルティング部門の創設 

② 医療機関モデル（産業医大モデル、

大学病院モデル、労災病院モデル）の

提案 

③ 中小規模事業場での産業保健の展

開 

 

B．方法 
 令和２年度の分担研究として、以下を行っ

た。 

【研究１】両立支援に関する医療機関及び

企業へのコンサルティング部門の設立 

【研究２】医療機関モデルの構築（産業医大

モデル） 

【研究３】医療機関モデルの構築（大学病院

モデル） 

【研究４】医療機関モデルの構築（労災病院

モデル） 

【研究５】中小企業のヘルスリテラシーの向

上に寄与する映像コンテンツ作成 

【研究 6】両立支援アクションチェックリストの

開発 

  
C．結果 

実施された分担研究ごとの要約を以下

に記す。 

【研究１】両立支援に関する医療機関及び

企業へのコンサルティング部門の設立 

【目的】医療機関及び事業場の両立支援

に関連する相談事に焦点を当てて、事業

場や企業が両立支援を実践する上で躓い



ている個所を明確にすることを目的とす

る。 

【方法】産業医科大学病院両立支援科及

び就学・就労支援センター内に事業場お

よび医療機関が相談できる両立支援コン

サルティング部門を創設した。事業場に

係るケース・組織作りについては産業医

経験があるものが対応し、医療機関に係

るケース・組織作りについては両立支援

コーディネーター資格者が中心に回答で

きる体制を構築した。 

【結果】事業場からの相談は 47件であっ

た。医療機関からの相談は仕組みづくり

に関すること 128 件、事例に関する相談

が 46件聴取された。 

【考察】事業場コンサルティングは、令

和元年度については産業保健総合支援セ

ンターが事業者向け相談事業を行ってい

ること、事業場向けのガイドラインが策

定されるなど、の影響で相談が少なかっ

た。令和 2 年度には新型コロナウイルス

感染症の流行で働き方そのものが変わっ

たことから相談件数が増加した。一方で

やらなければならないことが膨大で、ど

こから手を付けていいかわからないとい

う意見も散見されている。これを解決す

るために本研究の分担で事業場向けアク

ションチェックリストを作成する研究を

スタートした。事例については、先行研

究の「10 の質問」の類型に当てはまるケ

ースばかりであったため、医療機関での

「10 の質問」の展開は均てん化につなが

ることが期待される。 

 

【研究２】医療機関モデルの構築（産業医大

モデル） 

【目的】両立支援における就労予後因子

の検討は大変重要である。産業医科大学

では平成 27年から 700件を超える両立支

援の実践を行ってきた。予後不良因子よ

りももう少し手前の議論として、どのよ

うな患者群が両立支援を行う上での困り

ごとを有するかという点について検討を

行うものとし、特に、職場復帰する際に

国際的に予後因子として知られている肉

体労働を要する患者が治療と仕事の両立

する上での困りごとの検討を行う。 

【方法】産業医科大学病院で、両立支援

コーディネーターの資格保持者が両立支

援を希望した患者（2019 年 9 月 1 日から

2020 年 1 月 31 日に受診）を対象に「10

の質問」を用いて聴取を行った。回答は、

はい/いいえの二択で求め集計を実施し

た(複数回答可)。性年齢，疾病分類を調

整し解析を行った。 

【結果】支援希望者は 261人であり、219

名を回析対象とした。性、年齢、疾病分

類を調整した Model３では心理的影響(OR 

1.98; 95%CI 1.11-3.54)，職場の受け入

れ(OR 2.49; 95%CI 1.12-5.53)，職場の

適正配置(OR 2.71; 95%CI 1.16-6.32)が

有意に困りごととして挙がった（表 3）。

なお、Hosmer-Lemeshow testは 0.05未満

であり、回帰分析の適合度は良好であっ

た。 

【考察】本研究で聴取された具体的な困

りごとは，心理的影響、職場からの受け

入れ、職場の適正配置は肉体労働あり群

にとって多く聴取されることとなった。 

これら、不安として挙がっている労働者

であっても一様に職場復帰できているこ

とから、困りごとに寄り添う医療機関の

役割が大きい可能性が示唆された。また

肉体労働の有無に関わりなく，「業務遂行

能力の低下」は困りごととして最多であ

り、常に大きな課題として存在している



ことに留意することが必要である。 

 

【研究３】医療機関モデルの構築（大学病院

モデル） 

 「病気の治療と仕事の両立支援（両立支

援）」のために、①大学などの医育機関の

教育研究体制の整備、②大学病院等主た

る医育機関の診療体制の整備、③産業医

がいない中小企業等に関する知識の整理

と対応法の検討、④ 病院から患者への情

報提供プロセスの院内周知を行う方法の

整備、を行った。 

① 大学などの医育機関の教育研究体制

の整備：令和 2 年 4 月 1 日より、北海道

大学医学研究院連携研究院に療養・就労

両立医学分野を立ち上げ、臨床医学系お

よび基礎医学系13教室の協力を得て連携

研究を行うための新体制を整備した。

COVID-19 のパンデミックのため、分野内

のメーリングリストを利用して、がん治

療の経済毒性に関する情報交換を行い、

各構成員の治療と仕事の両立支援への理

解を深めた。 

② 大学病院等主たる医育機関の診療体

制の整備：令和 2 年 4 月 1 日より、北海

道大学病院腫瘍センターに、医師、看護

師、社会福祉士からなる治療と仕事の両

立支援外来を立ち上げ、各診療科からの

依頼や各診療科を跨いでの両立支援を行

うための新体制を整備し、実際に療養・

就労両立支援指導が開始された。 

③ 産業医がいない中小企業等に関する

知識の整理と対応法の検討：安全衛生担

当者に関する知識を整理し、患者の問診

表に事業所の人数記載欄を改善し、より

広く両立支援が可能となるような対応法

を導入した。北海道大学主催の日本放射

線腫瘍学会にて、治療と仕事の両立のシ

ンポジウムを行い、北大病院腫瘍センタ

ーセミナー講習会にて安全衛生担当者の

指定を強調して講演した。 

④ 病院から患者への情報提供プロセス

の院内周知を行う方法の整備：病院情報

システム（電子カルテ）を改良し、両立

支援に必要な書式での意見書作成を可能

とした。 

 

【研究４】医療機関モデルの構築（労災病院

モデル） 

目的：これからの治療と就労の両立支援

を推進するために、患者さんが治療を受

けながら働き続けるには何が問題なのか

を明らかにする必要があると考え、「10

の質問」２）を用いて検討する 

方法：愛媛労災病院に入院し治療を受け、

令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31日

までの 1年間に退院した患者さん 3263人

のうち、入院時に働いていて退院後も働

き続けたいと希望している 524 人

（16.1％）に退院が決定した時期に「10

の質問」を配布し、386人（73.7％）から

回答を得た。「10 の質問」の構成は質問 1

から質問 10までの大項目と、それぞれの

大項目の中には複数の下位項目が設定さ

れている。大項目でも下位項目でも質問

全てにそれぞれ「はい」か「いいえ」で

答えることとなっていることから、陽性

率は 386人に対する比率で算出した。 

結果：「10の質問」に対する回答で「はい」

と回答を得た質問で最も多かったのは、

質問 1「病気による症状や後遺症、治療な

どにより、業務を行う能力に影響がある

ことで、仕事の継続や職場復帰に困難を

感じますか？」で、17.4％であった。次

に、質問 2「病気によって、不安などの心

理的な変化が起こったことで、仕事の継



続や職場復帰に困難を感じますか？ 」で、

14.8％であった。その次が質問 4「自主的

な取り組み（意欲、職場への働きかけ、

自主トレーニングなど）の不足が理由で、

仕事の継続や職場復帰に困難を感じます

か？」で、6.7％であった。一方、最も「は

い」の回答が少なかったのが質問 8「家族

や地域に関する問題が理由で、仕事の継

続や職場復帰に困難を感じますか？」で、

1.0％であった 

考察：今回の検討で「治療と就労の両立」

支援を進めていく過程で障害となってい

るのは、質問 1「病気による症状や後遺症、

治療などにより、業務を行う能力に影響

があることで、仕事の継続や職場復帰に

困難を感じますか？」、質問 2「病気によ

って、不安などの心理的な変化が起こっ

たことで、仕事の継続や職場復帰に困難

を感じますか？」、質問４「自主的な取り

組み（意欲、職場への働きかけ、自主ト

レーニングなど）の不足が理由で、仕事

の継続や職場復帰に困難を感じます

か？」で「はい」と答えたのが上位を占

めていた。これらの質問に関する回答結

果は、病気になったことであるいは治療

に伴う変化で肉体的にも精神的にも低下

した能力を就労に結びつく段階までに回

復するには、入院している期間だけでは

十分ではない可能性を示している。 

 

【研究５】中小企業のヘルスリテラシーの向

上に寄与する映像コンテンツ作成 

本分担研究では、中小企業のヘルスリテ

ラシーの向上に寄与する映像コンテンツ

を作成した。 

両立支援の重要性が注目され、大企業な

ど、両立支援に力を入れている企業も散

見されるようになってきた。しかし、日

本の労働者の約 55％が属している中小企

業への浸透はまだ十分でない。経営体力

の弱い中小企業にとっては目の前の資金

繰りや業務をどうするかという視点にな

りがちで、企業のヘルスリテラシーが十

分でなく医療機関との連携も不十分にな

りやすく労働者に負担をかけている現状

がある。 

また、中小企業の担当者に両立支援につ

いて聴取しても経験したことがないと回

答するものがほとんどで両立支援のイメ

ージがわきにくい現状があることが想定

される。中小企業のヘルスリテラシーを

向上させるためには、事例などを交えた

説明資料が有用である可能性がある。 

 そこで本分担研究は、中小企業経営者

向けに教育等で利用する事例などを交え

た映像コンテンツを作成することを目的

とした。今年度作成した映像コンテンツ

を、教育等も用い、両立支援について広

く啓発するとともに、教育の評価を行っ

ていく予定である。 

 

【研究 6】両立支援アクションチェックリストの

開発 

【目的】治療と仕事の両立支援（以下、

両立支援）については、「事業場における

治療と仕事の両立支援のためのガイドラ

イン（平成 28 年）」の取りまとめより 6

年が経過し、順調に社会的認知は進んで

きたものの、ガイドラインに列挙されて

いる両立支援に必要な仕組みや環境の整

備（休業制度の整備・主治医とのコミュ

ニケーション・就業配慮の検討・個人情

報の取り扱い・相談窓口の設置等）を網

羅的に行わなければならないという固定

観念があるため、現場では未だ「両立支

援とは難しく、スタートのハードルが高



い」印象が拭えない。本研究では、両立

支援のハードルを下げ、支援者各々が次

の一歩を歩むためのヒントとして両立支

援アクションチェックリストを提案する

ことを目的に、両立支援の経験者らが具

体的に実践している良好事例を聴取し、

両立支援のベタな実践要素及び行動を整

理した。 

【方法】オンラインにて、フォーカスグ

ループインタビュー調査を実施した（実

施機関：2020 年 11 月 24-30 日）。産業医

11 名（産業衛生専門医を有する実務経験

年数 5年以上）を対象に、2グループに分

け（5 名、6 名）、自身が過去に経験した

事例を基に、仕事と治療の両立支援に必

要な要素や行動について聴取した。尚、

インタビュー対象者は機縁法によって選

抜した。聴取内容について、産業医資格

を有する医師 3名（産業衛生指導医 1名、

産業衛生専門医 1 名を含む）によって実

践要素及び行動を抽出し、KJ法を用いて、

場面別に類型化を行った。 

【結果】入院加療・自宅療養によって休

職を要する事例発生時に、職場で両立支

援を行うために必要な要素及び行動とし

て、51 項目が聴取された。場面別には、

1)休職に入る時：7項目（すぐに辞職の決

断をせず、いったん休職することを勧め

る等）、2)休職中：4 項目（しっかりと休

職できるよう、職場の仕事の分担をする

等）、3)職場復帰時：14項目（本人に就業

に当たって配慮してほしいことの申し出

を勧める等）、4)フォローアップ時：4 項

目（仕事や環境が負担になっていないか

の確認等）があった。また、事例発生に

備える平時からの取り組みとして、0-1)

組織対応として 14項目（休業者情報の取

り扱いの仕組み構築等）、0-2)事業者の姿

勢として 8 項目（日ごろからの助け合え

るチームワーク構築等）があった。 

【考察】今回、両立支援に意欲的に取り

組む経験者らから、両立支援の具体的か

つベタな実践要素及び行動を聴取し整理

できたことで、両立支援とは、たとえ専

門家以外の支援者であっても、容易にス

タートかつ達成できる取り組みであるこ

とを十分に示せた。これらの要素や行動

を 1 つでも実施できれば、両立支援を実

践できていると評価でき、さらに 1 つで

も多く取り入れていけば、より円滑な支

援を目指せると考える。今後、さらにイ

ンタビューを重ね、両立支援アクション

チェックリストの完成も目指す。 

 

D. 考察 
 本研究班は 3 つのテーマを研究課題と

している（図 1）。 

① 事業場及び医療機関への両立支援コ

ンサルティング部門の創設 

② 医療機関モデル（産業医大モデル、大

学病院モデル、労災病院モデル）の提

案 

③ 中小規模事業場での産業保健の展開 

 これらのテーマはそれぞれリンクし、

相互的な研究が実践されている。 
コンサルティング部門については広報

活動が進んだ結果、一定の相談件数が得

られた。新型コロナウイルス感染症の広

がりを受けた質問が増えたこと、テレワ

ークへの対応の相談があったことなどこ

れまで治療と仕事の両立のテーマでなか

ったことが相談にあげられるケースが増

えた。また、療養・就労両立支援指導料

が改訂されたことで、勤務情報提供書の

収集の方法についての議論や、算定のタ

イミングなどの情報提供も必要であった。 



 医療機関モデルは、それぞれ特徴のあ

る医療機関でかつ地域の基幹病院である

産業医科大学、大学病院、労災病院での

モデルの在り方について検討した。産業

医科大学は肉体労働者の困りごとに着目

し研究を行った。心理的影響、職場の受

け入れ、職場の適正配置が有意に困りご

ととして挙がっており、特徴的に聴取が

必要な項目であることが示唆された。 
大学病院モデルとして北海道大学は、

両立支援に関係する部門の立ち上げと病

院ぐるみでの仕組み構築がなされた。大

学病のような専門分化がされているとこ

ろでも、中核となる人材がいることで実

践可能であることが証明された。したが

って、中核病院に対して集中的な研修を

行うような枠組みがあれば爆発的に両立

支援に取り組む医療機関が増加する可能

性がある。 
 労災病院モデルとして愛媛労災病院が

活動を実践した。「10 の質問」の利用を

開始し、患者の困りごとに着目した両立

支援を実践することでそのイメージの乖

離が徐々に少なくなっていることが報告

された。10 の質問で具体的な困りごとの

項目としては、業務遂行能力の低下や不

安などが困りごとの項目として挙げられ

ており、産業医科大学で昨年実施された

調査でも同様であったことから地域や病

院の特徴を超えて再現性があるものと考

えられた。 
 医療機関での特徴として、両立支援を

患者に伝えるという点で一定の難しさが

あることが今回の三つの医療機関では存

在していた。これを簡単にするために両

立支援を紹介する資材の作成を行った。

別添１は産業医科大学での資材であるが、

必要な場所を改編し自らの医療機関で患

者に広報する際に利用できる資材とした。 
 中小企業での展開については、令和元

年度に中小事業者にとって必要な知識・

技能が整理されその情報を用いた中小企

業向けビデオが作成された。中小企業で

は、ケース発生可能性が低くそもそも関

心がないケースが散見される。これらの

関心を高めるための啓発ビデオを作成し

たので、今後、研修会等でビデオを視聴

したことでの企業のヘルスリテラシーの

向上への寄与を明らかにしていきたい。

また、コンサルティングを通じて、事業

場の課題において、相談者は自ら回答を

持っているケースが多かった。このこと

を踏まえ、両立支援を行うためのヒント

を提供することで、事業場の両立支援が

進展する可能性を見越してアクションチ

ェックリストを作成した。次年度はアク

ションチェックリストについて、優先度、

重要度などの重みづけをつけることで企

業での実践に参考になる資料を作成した

い。 
 
 
E. 結論 
 中小企業における両立支援を展開するた

めに、医療機関向けのアプローチとして医

療機関で実践可能な両立支援モデルを提

示すること、事業場向けとして業種ごと事業

場規模ごとの対応の優先度を示すことが有

用である可能性がある。また、職場復帰が難

しい労働者を同定するために、困りごとに着

目し介入を行っているが次年度以降に収集

されたデータの分析がなされることが期待さ

れる。 
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図１．本研究のシェーマ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 両立支援サポート内容 

 

 

 

   

  

 

 

 

    

 

  
産業医科大病院    

両立支援科・就学就労支援センター 
〒807-8556                  

北九州市八幡西区医生ケ丘１番１号 

TEL：093-603-1611 

（内線 3205・7125） 

 

  

 
  

   
  

ＨＰはこちらです。 

メールアドレス

ryouritsu@mbox.clnc.uo
eh-u.ac.jp 

 

両立支援科・就学就労支援センターは、 

正面玄関から、入って左手にあります。 

多職種が両立支援に携わります。支援を希望さ
れる方は、無料で相談ができます。 

 

仕事を続けていく 

自信がない。 

元の仕事ができるか 

自信がない。 

これからの治療と 

仕事の両立について 

どう考えていいのか 

わからない。 

仕事を辞めてしま

ったけど、また、

仕事を始めたい。 治療のスケジュー

ルや治療方針を 

働きやすいように 

相談したい。 
勤務先に迷惑をかけ

るかもしれない。 

病気のことを正直に

話すと解雇されて 

しまいそう。 

職場の理解・協力 
が得られない。 

仕事を辞めないで！        

まず、相談を！ 

 

治療と仕事の 

両立について 

相談できます 

産業医科大病院    
両立支援科・就学就労支援センター 

〒807-8556                  

北九州市八幡西区医生ケ丘１番１号 

TEL：093-603-1611 

 （内線 3205・7125） 

mailto:ryouritsu@mbox.clnc.uoeh-u.ac.jp
mailto:ryouritsu@mbox.clnc.uoeh-u.ac.jp
mailto:ryouritsu@mbox.clnc.uoeh-u.ac.jp


 両立支援とは  

国の進める『働き方改革』の柱の一つに

『治療と仕事の両立支援』があります。患者

さんはもちろん、職場と医療機関にとっても

『治療と仕事の両立』は大きな課題です。 

医療技術の向上で、いろいろな病気が治せ

る時代になりました。例えば「がん」は早期

発見、治療が可能になり生存率も向上してい

ます。そうなると患者さんの中には働き続け

たい人がたくさんおり、そうした人たちの

『治療と仕事を両立できるよう支援していこ

う』というのが両立支援です。 

休み方や働き方、職場への申し出の工夫

（本人からの伝え方、就業に関する職場から

の勤務情報提供書や医療機関からの意見書※

での情報のやりとり等）で、仕事を継続でき

ることもあります。両立支援担当が両立を可

能にするポイントをお伝えし、サポートしま

す。 

   
 

 

復職の意見書発行までの流れ  
 

  

   意見書の料金について  

◆意見書料金表  

項目 料金 

配慮事項あり（院内指定様式） ¥6,600 

配慮事項あり（会社指定様式＆手書） ¥11,000 

配慮不要（院内指定＆会社指定手書） ¥2,200 

  

※疾患によって、健康保険やその他の制度で負

担金が変わることがあります。 

 

  

 
 

  

 

 

※主治医が医学的観点から就業の継続や職場復帰、配

慮が必要かについて作成され、職場での就業に関する

参考資料になります。 

 

  

 

それぞれの立場からの両立支援の意義  

  

 

　　●治療を受けながら仕事ができる。

　　●収入を得ることで安心感につながる。

　　●仕事の継続、社会とのかかわりで、

　　　モチベーションの向上となる。

●仕事が理由の 　●病気による離職防止、

　治療開始や中断が 　　人材確保ができる。

　防止出来る。 　●安全に働くことが

●医師の意見書 　　できる。

（病状・治療・配慮） 　●企業のイメージ

　により効果的な 　　アップ、社員のモチ

　治療が提供できる。 　　ベーションアップに

　　つながる。

家庭

医療 職場

 

両立支援の流れ

両立支援コーディネーターが面談
勤務情報提供書の確認・説明

5番文書窓口で文書交付願いの申請手続き実施

意見書　希望有 意見書　希望無

勤務情報提供書を基に主治医または、両立支援科医師と面談

主治医または、両立支援科医師より意見書内容の説明行い
ご本人と一緒に作成し、サインいただき発行

入院支援室にて両立支援の介入を
希望された場合

勤務情報提供書を渡す

医師、看護師、
他医療スタッフから依頼

両 立 支 援 の 流 れ 

主治医意見書とは  
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